
１．継続事業の前提に関する注記

    継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

２．重要な会計方針

　　　　 有価証券及び投資有価証券・・・・・移動平均法による原価基準によっている。

　　　　 最終仕入原価法による原価法によっている。

　　　　 定額法によっている。

　　　　 賞与引当金・・・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する額を計

　　　　 上している。

　　　　 リース契約1件あたりのリース料総額が300万円以下のものは、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計

　　　　 処理をしている。

　　　　 リース契約1件あたりのリース料総額が300万円を超えるものは、通常の売買取引に係る方法に準じて会計

　　　　 処理をしている。

３．会計方針の変更

    該当なし。

４．特定資産の増減額及びその残高

保 証 金

合      　　　計

0

5,209,795 8,098,477

435,141,819 26,748,014

47,410 0

12車 両 運 搬 具

什 器 備 品

3,067,306 992,420

80,683,591 0

172,640,337 0

16,219,191 3,077,000

土 地

建 物

建 物 附 属 設 備

構 築 物

(単位：円)

科      目

26,147,000 9,768,000

131,127,177 4,812,117

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

0 35,915,000

16,344,435 119,594,859

施 設 整 備 積 立 金

看 護 セ ン タ ー 準 備 積 立 金

    (1)  有価証券の評価基準及び評価方法

    (2)  棚卸資産の評価基準及び評価方法

    (3)  固定資産の減価償却の方法

    特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

財務諸表に対する注記

    (4)  引当金の計上基準

    (5)  リース取引の処理方法

    (6)  消費税等の会計処理

　　　　 消費税等の会計処理は、税込処理によっている。

30,161,889 431,727,944

0 80,683,591

6,261,990 166,378,347

5,675,080 13,621,111

814,556 3,245,170

1 11

12,242,445

0 47,410

1,065,827



５．特定資産の財源等の内訳

６．担保に供している資産

    土地43,360,885円(帳簿価格)並びに建物29,462,595円(帳簿価格)は長期借入金459,000円の担保に供している。

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

    固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

８．保証債務(債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。)等の偶発債務

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

施 設 整 備 積 立 金 35,915,000 0

什 器 備 品

リ ー ス 資 産

建 物 附 属 設 備

構 築 物

車 両 運 搬 具

取得価額 減価償却累計額 当期末残高科      目

建 物 245,007,440 78,629,093 166,378,347

(単位：円)

車 両 運 搬 具 11 8

什 器 備 品 12,242,445 8,453,075

保 証 金 47,410 9,910

14,327,431

24,421,414 20,664,819 3,756,595

22,373,448 20,988,175 1,385,273

131,934,874 117,607,443

72,760,418 57,800,762 14,959,656

4,499,880 1,178,540 3,321,340

    該当なし。

500,997,474 296,868,832 204,128,642

    該当なし。

合 計

構 築 物 3,245,170 1,834,360

看 護 セ ン タ ー 準 備 積 立 金 119,594,859 118,710,120

土 地 80,683,591 0

建 物 166,378,347 138,162,261

建 物 附 属 設 備 13,621,111 6,848,206

    特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

科    　　　  目 当期末残高
(うち一般正味財 (うち負債に

産からの充当額)産からの充当額)

(うち指定正味財

対応する額)

884,739 0

80,683,591 0

35,915,000 0

0

合      　　　計 431,727,944 274,017,940 157,710,004 0

37,500

3,789,370 0

28,216,086 0

0

1,410,810 0

3 0

6,772,905



１０．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

Ｒ 4 年 度 佐 賀 県 医 療

的 ケ ア 児 等 在 宅 生 活

支 援 事 業 補 助 金

Ｒ 4 年 度 看 護 の 普 及

啓 発 事 業 補 助 金

Ｒ 4 年 度 教 育 事 業

( 研 修 ) 助 成 金

認 定 看 護 管 理 者

教 育 課 程 受 講 助 成 金

Ｈ 27 年 度 佐 賀 県 訪 問

看護ステ ーション 規模

拡 大 支 援 事 業 補 助 金

Ｈ 27 年 度 サ ポ ー ト

セ ン タ ー 事 業 補 助 金

Ｈ26年度中小企業労働

環 境 向 上 助 成 金

Ｈ26年度中小企業労働

環 境 向 上 助 成 金

Ｈ 25 年 度 介 護 福 祉

機 器 等 助 成 金

Ｈ24年度介護基盤緊急

特 別 対 策 事 業 補 助 金

Ｈ24年度施設開設準備

促 進 事 業 補 助 金

－日 本 看 護 協 会 0 300,000 300,000 0

(単位：円)

補助金等の名称 交　付　者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 貸借対照表上の記載区分

－日 本 看 護 協 会 0 7,893,680 7,893,680 0

指定正味財産佐 賀 県 5 0 0 5

指定正味財産

佐 賀 労 働 局 247,930 0 35,800 212,130 指定正味財産

佐 賀 県 28,350 0 7,560 20,790

佐 賀 労 働 局 29,948 0 15,625

指定正味財産

佐賀県中部広域連合 11,568,459 0 1,030,711 10,537,748

合　　　計 12,451,405 8,365,680 9,577,127

14,323 指定正味財産

11,239,958

佐賀県中部広域連合 63,848 0 63,848 0 指定正味財産

指定正味財産

佐 賀 労 働 局 512,865 0 57,903 454,962

－

－佐 賀 県 0 72,000 72,000 0

日 本 看 護 協 会 0 100,000 100,000 0



１１．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

      指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

１２．関連当事者との取引の内容

　　　 該当なし。

１３．重要な後発事象

　　　該当なし。

  減価償却費計上による振替額 9,391,493

合    計 10,629,090

(単位：円)

内    容 金    額

経常収益への振替額

  事業費計上による振替額 1,237,597


